
平成 27(2015)年 8 月 25 日

「平成 27 年度コンパクトシティ実現のための都市機能増進施設の

整備に係る調査」に関する地方公共団体の選定結果について

ＵＲ都市機構は、平成２７年度コンパクトシティ実現に向けた都市機能増進施設の整備に係る調

査に関して、地方公共団体を募集し、以下の都市を選定いたしました。

地方公共団体からは、今後、立地適正化計画を推進していくうえで、駅周辺や中心市街地におい

て低未利用地の有効利用を図り、賑わい創出のための商業機能や、子育て支援、福祉機能等を誘導

するための計画策定または事業化検討についてご応募いただいております。

今後、以下の都市と調整の上、当該調査を推進してまいります。

お問い合わせは下記へお願いします。

本社 都市再生部 全国まちづくり支援室 地方都市戦略チーム

    （電話）０４５－６５０－０３６７

本社 広報室 報道担当

    （電話）０３－５３２３－２７５６

■ 選定都市（１２都市）

函館市、水戸市、宇都宮市、新潟市、富山市、松本市、岐阜市、浜松市、富士市

高松市、山口市、久留米市



（参考）募集概要

募集内容

立地適正化計画制度に基づく都市機能増進施設の整備に係る計画策定、または、事業化

検討を実施することを希望する地方公共団体を募集

募集対象

三大都市圏を除く政令指定都市、中核市、施行時特例市及び県庁所在市

調査の進め方

※ 募集要領等の詳細は、下記 URL をご参照ください。

     URL：http://www.ur-net.go.jp/produce/municipal/toshi-kobo
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以下の審査方針に沿ってＵＲにて選定

① コンパクトシティ実現に向けた方針の明確性

② 実施する調査内容の具体性

③ 都市機能増進施設の整備に係る事業化への  

ＵＲ活用の有効性

選定

7/15 ～ 8/255/15 ～ 7/14
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原則、Ｈ27 年度内


